
 

１．実践研究

多多職職種種連連携携にによよるるフフレレイイルル地地域域在在住住高高齢齢者者へへのの  

運運動動教教室室へへのの参参加加勧勧誘誘ととフフレレイイルル評評価価  
河﨑 優美子* 

 
抄録 

 
超高齢社会に突入した我が国では，健康寿命の延伸を実現しやすくなるような社会技

術の開発や仕組みづくりが求められている．しかしながら，健康づくり無関心層に対し

どのようにリーチし，健康寿命延伸につながる行動変容を促すかは具現化されていない．

本実践研究では，①多職種が連携することでこれまで運動教室に参加してこなかった人

達の運動教室参加ルートを開拓すること，及び②運動教室参加者のフレイル判定の改善

をもたらしたかどうかを明らかにすることを目的とした．

東京都 区 地区にて，民生委員，地域包括支援センターの保健師及び健康運動指導

士の連携により，フレイル予防の運動教室参加者を募集した．教室の定員は 人，教

室の期間は か月，及び会場は東京都 区 地区の 丁目の施設とした．参加者が集ま

るまでの経緯はアクションリサーチ手法のプロセス分析にて，参加者の特徴や教室の効

果の検証は教室前後のアンケート及び体力測定にて評価を行った．

教室には 人の高齢女性（平均 歳）が参加した．その内，運動習慣のない人は

人（ ），プレフレイル・フレイル該当者は 人（ ），民生委員の勧誘が参

加のきかっけとなった人は 人（ ）いた．教室前後のフレイルチェックと体力測

定では， 歩行時間と が教室後に有意に改善した．教室前後にデータが得られた

人の内，フレイル判定が改善した人は 人（ ），維持された人は 人（ ），

悪化した人は 人（ ）であった．

プロセス分析の結果，多職種が連携することでこれまで運動教室に参加してこなかっ

た人達の運動教室参加ルートを開拓するために必要な要因は，予防の重要性を理解し具

体的なターゲットイメージを共有できること，会場設定は高齢者徒歩圏内でバリアフリ

ー環境での設定，教室は期限を設けず継続した支援とすることが重要な要因であること

が示唆された. 
結論として，民生委員，地域包括支援センターの保健師及び健康運動指導士の連携を

介した運動教室への参加勧誘は，運動習慣がなく，フレイル傾向にある高齢者の一部に

フレイル判定の改善をもたらす可能性が示された．
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１．はじめに

健康寿命を短縮する要因の一つにフレ

イルがある．フレイルとは，健常と要介護

状態の中間にある虚弱な状態で ），適切な

介入により健常な状態に戻る可逆性があ

るため，予防の視点が重要とされている ）．

フレイル予防は，国の方針に位置付け

られており，多くの自治体でその予防教

室が実施されている．しかしながら，フレ

イル予防教室には健康づくりへの関心や

積極性の高い高齢者の参加が多数を占め，

虚弱気味で閉じこもりがちなフレイル予

防が必要な高齢者の参加が少ない ．ゆえ

に，今後はどのように健康づくり無関心

層にリーチし，フレイル予防を具現化し

ていくかが鍵となる．

最近では介護予防が必要となる高齢者

を発見し，専門機関へ繋ぐ組織として，住

民組織に期待が寄せられている ）．中でも

対人支援を古くから担ってきたのが民生

委員である．民生委員は，民生委員法に規

定された非常勤地方公務員であり，社会

福祉の精神をもって常に住民の立場に立

って相談に応じ，必要な援助を行うもの

とされている．民生委員は行政の協力機

関という位置づけであるため，自治体な

どの公的機関と連携しやすく，他の組織

より踏み込んだ対人支援が行いやすい ）．

さらに，全国各地に一定数が継続的に配

置されるため，活動を継続的かつ組織的

に行える基盤を有している．

そこで，筆者は，民生委員であれば地域

に住む健康づくりに関心の低いフレイル

予備群を発見し，フレイル予防の運動教

室へ参加勧奨できるのではないかと仮説

を設けた．本実践研究の取り組みによる

成果が得られたならば，他の地域にも健

康づくり無関心層を含む潜在的なフレイ

ル予防群の発見と、その予防群へのアプ

ローチが波及する可能性がある．

そこで本実践研究では，①多職種が連

携することでこれまで運動教室に参加し

てこなかった人達の運動教室参加ルート

を開拓すること，②運動教室参加者のフ

レイル判定の改善をもたらしたかどうか

を明らかにすることを目的とした．

 
２．方法

２ １フレイル予防の運動教室の立ち上

げ，参加者の勧誘，及び教室の開始

本実践研究の検証プロトコールを図

に示した．本実践研究は「地域包括支援セ

ンター（保健師）への協力依頼」，「民生委

員へのフレイル予防の重要性の理解促進

と参加者の勧誘」及び「地域特性や高齢者

の特性に合わせた教室の開催」の フェ

ーズに分けて実施した．研究対象地区は

東京都 区 地区とし 実施期間は

年 月～ 月の か月間であった．

２ ２アクションリサーチ

目的①の検証にはアクションリサーチ

のプロセス分析を活用した ）．分析の対象

物は検証遂行者である筆者とステークホ

ルダー間の会議録，インタビュー逐語録，

電子メール等とした．ステークホルダー

は研究遂行者で運動指導を担う筆者， 区

地区の地域包括支援センター長である

保健師（ ）及び 人の民生委員と 人の

元民生委員の計 人であった（表 ）． 区

地区の民生委員数は 人だが，参加者

の勧誘は教室会場がある地区の 人の民

生委員と 人の元民生委員が担当した． 
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表１ ステークホルダーの属性

プロセス分析は以下の通りに実施した．

①プロセス分析表の作成

分析対象物をすべて文字情報におこし，

課題に対して筆者がどのように解決した

かを整理した上でプロセス分析表の草案

を作成した．この分析表案と分析対象物

を参照にして，筆者と有識者 名の計

名で討議しながらプロセス分析表を完成

させた．有識者は，健康増進政策や健康科

学を専門とする 大学の 教授と 准教

授及び健康施策のコンサルティングを行

う民間企業 社の取締役かつ保健師の

氏とし，分析表の信頼性を担保した．

②課題の抽出

作成した分析表をもとに，ステークホ

ルダーから得られた情報及び先行研究等

を整理し，プロセスのアウトカム（目的と

する参加者を集めること）達成に向けて

重要であった課題を抽出した．

③成功要因と阻害要因の抽出

研究遂行者が，抽出された課題をどう

捉え，どう解決しようと考えたのか，そし

てどう解決に動いたのか，そのプロセス

を分析することで，運動習慣のない高齢

者を運動教室に勧誘する仕組みを構築す

る上での成功要因及び阻害要因の抽出を

行った．

２ ３ 運動教室の企画立案

① 運動教室の開催地と会場

運動教室の開催地は東京都 区とした．

選定理由は，第一に文献調査で 区の自

治会が上手く機能していると報告されて

いたこと ），第二に 歳以上人口割合と

要介護認定率がそれぞれ ， で

全国の ， と比較して大幅に異

なってはいないため全国展開を考えた上

でも妥当性があるとしたことである ）．

運動教室の会場は，機縁法により選定

した 区 地区にある就労継続支援 型

施設とした． 
②運動教室の内容

運動教室の内容を図 に示した．教室の

目的はフレイル予防で，対象は 歳以上

かつ健康づくり無関心層（運動習慣のな

い層）とした．教室の定員は 人，期間

は か月，参加費は無料，参加特典は

円分の カードを教室終了後に進呈し

た．なお，会場への送迎はなしとした．

③体力測定

運動教室初回と最終回に体力測定とア

ンケートを実施し，運動教室参加前後の

健康状態の変化を確認した．

② １ フレイル判定

参加者のフレイルの判定には，日本版

フレイル基準 ）を利用した．フレイル判

定の測定項目は，「握力」，「歩行速度」，「体

重減少」，「疲労感」及び「身体活動」の

項目とし，「握力」と「歩行速度」につい

ては体力測定を実施した．「体重減少」に

ついては か月で 以上の（意図しな

い）体重減少があったか，「疲労感」につ

いては（ここ 週間）わけもなく疲れた

スステテーーククホホルルダダーー 年年齢齢 性性別別 経経歴歴
研研究究遂遂行行者者・・運運動動指指導導者者 4400代代 女女性性 健健康康運運動動指指導導士士
地地域域包包括括支支援援セセンンタターー所所長長CC 5500代代 女女性性 保保健健師師
民民生生委委員員会会長長DD 7700代代 女女性性 民民生生委委員員歴歴2211年年
民民生生委委員員22丁丁目目EE 7700代代 女女性性 地地域域役役員員歴歴3300年年以以上上
民民生生委委員員22丁丁目目FF 7700代代 女女性性 地地域域役役員員歴歴3300年年以以上上
民民生生委委員員22丁丁目目GG 7700代代 女女性性 不不明明
民民生生委委員員22丁丁目目HH 7700代代 男男性性 不不明明
民民生生委委員員22丁丁目目ＩＩ    ((元元民民生生委委員員)) 8800代代 女女性性 地地域域役役員員歴歴3300年年以以上上

 

図１ 本実践研究の検証プロトコール

ような感じがするか という質問に対し

「はい」「いいえ」で回答してもらい 「は

い」と答えた場合を該当とした 「身体活

動」については①軽い体操をしています

か ②定期的な運動・スポーツをしてい

ますか の つの質問に対し「週に 回

もしていない」と回答した場合を該当と

した フレイル判定基準は 項目のうち

項目以上に該当した場合に「フレイル」，

～ 項目の該当で「プレフレイル」，該当

なしを「ロバスト」と判定した．

③ ２ フレイル判定以外の測定項目

フレイル判定以外の測定項目として，

血圧，身長，体重， ，体脂肪率，骨格

筋量， （ ）及び

（ ）を測定した．

④運動教室の参加者の人数と特徴

運動教室参加者の属性を表 に示した．

人を定員とした教室には， 人の申し

込みがあり，すべて女性であった．このう

ちの 人は，メニエール病でめまいがす

るという理由で自ら参加を辞退した．し

たがって， 人を運動教室参加者とした．

参加者の平均年齢は 歳で， 歳から

歳の範囲であった．

運動習慣を「週に 分程度の中強度の

運動」と定義し（ 身体活動・座位行動

ガイドライン），アンケートで運動習慣の

有無を調査した．結果として，運動習慣が

ある者は 人（ ）で，ない者は 人

（ ）であった．なお，運動習慣者の

ある参加者はグラウンドゴルフを週 回

行っていた． 歳以上高齢女性における

運動習慣者の割合は で（厚生労働省

）， 歳以上では、毎日運動をしてい

る者の割合は と報告されており（厚

生労働省 ），本実践研究の対象者は，

運動習慣のない人の割合が多い集団であ

ったといえる．

教室開始前における参加者のフレイル

状況は，フレイルが 人（ ），プレフ

レイルが 人（ ）及びロバストが

人（ ）であった．先行研究によると，

歳以上の高齢者におけるフレイル，プ

レフレイル及びロバストの割合は，それ

ぞれ ， 及び とされている

東京都健康長寿センター ．先行

研究と比較すると，本実践研究の対象者

は，フレイルとプレフレイル該当者を合

わせた割合が多い集団であったといえる．

民生委員が勧誘した人数は、 人であ

り その内教室に参加した人は 人
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運動習慣のない人の割合が多い集団であ
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状況は，フレイルが 人（ ），プレフ

レイルが 人（ ）及びロバストが

人（ ）であった．先行研究によると，

歳以上の高齢者におけるフレイル，プ

レフレイル及びロバストの割合は，それ

ぞれ ， 及び とされている

東京都健康長寿センター ．先行

研究と比較すると，本実践研究の対象者

は，フレイルとプレフレイル該当者を合

わせた割合が多い集団であったといえる．

民生委員が勧誘した人数は、 人であ

り その内教室に参加した人は 人
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（ ）であった。不参加だった人にお

ける不参加理由は 今はいいと解答した

人は 人（ 歳 歳） 興味なしと解

答した人は 人（ 歳） 病院受診と重

なると解答した人は 人（ 歳） メニ

エールでふらふらする解答した人は 人

（ 歳） ポスティングでのアプローチ

に反応しなかった人は 人（ 歳 年齢

不明）であった

人の教室参加者における参加決定の

きっかけを表 に示した．民生委員の勧

誘で参加を決定した人は 人（ ）

で，その内 度の声掛けで参加を決定し

た人は 人 人（ ）， 度の声掛

けで参加を決定した人は 人 人

（ ）であった．民生委員の声掛け以

外の理由で参加した人は 人（ ）で

あった．

また，参加動機に関する つの設問に

対し「あてはまる」・「ややあてはまる」と

回答した者の割合は，それぞれ『会場が近

いから』が ・ ，『誘われたから』

が ・ ，『運動しようと思ってい

たから』が ・ ，『知り合いが行

くから』が ・ ，『 カードがもら

えるから』が ・ であった．

以上を整理すると，本実践研究におけ

る教室参加者は，これまで運動教室に参

加してこなかった運動習慣のない層が主

であり，フレイル傾向にある者が多い集

団であるといえる．また，参加のきっかけ

は，民生委員の勧誘が大部分を占め，参加

動機は会場が近いことが最も多いことが

明らかとなった．

表２ 運動教室参加者の属性

表３ 運動教室参加者における参加決定の

きっかけ（ ）

図２ 運動教室参加者における参加動機

２ ４ 統計分析

代表値は，平均値±標準偏差または割

合で示した．教室前後における参加者の

健康状態の変化の比較には，対応のある

検定あるいは 検定を行った．代

表値の算出及び分析には，統計ソフト

（日本 社，東京都）

を使用した．

２ ５ 倫理的配慮

本実践研究は、筑波大学体育系の研究

倫理委員会の承認を受けて実施された

（体 ）．

平均値 標準偏差 最小 最大
年齢 （歳） 　72
身長 （cm）
体重 （kg）
体脂肪率 （%）

（kg/㎡）
5 m歩行時間 （秒）
握力 （kg）

（秒）
（cm）

運動習慣
 あり   1（ 5.0%）
 なし 19（95.0%）

フレイル判定
 フレイル   2（10.0%）
 プレフレイル 16（80.0%）
 ロバスト   2（10.0%）

運動習慣 : 週に150分程度の中強度の運動習慣

 

３．教室前後の参加者の健康状態の変化

の結果と考察

教室前後における参加者の健康状態の

変化は，教室参加者 人のうち，途中離

脱した 人を除外し， 人を解析対象者

とした．なお，途中離脱した 人の離脱

理由は，膝の手術（ 歳），老人会の活動

が忙しい（ 歳）及び運動教室に行くと

疲れる（ 歳）という理由であった．

表 に教室前後における参加者の健康

状態の変化を示した．血圧，体重， ，

体脂肪率，骨格筋量，及び握力において教

室前・後での有意な差は認められなかっ

た．一方， 歩行時間と は，教室後

の平均値が教室前に比べて有意に改善し

た ．また， は教室後の値が教

室前の値に対し有意に遅延した ．

３ 参加者における教室前後の

によるフレイル該当率の変化

図 に 参加者における教室前後の

によるフレイル該当率の変化を示し

た 教室前は，フレイル該当者が 人

（ ），プレフレイルが 人（ ），

ロバストが 人（ ）であった．教室

後はそれぞれ 人（ ）， 人（ ），

人（ ）であった．フレイル判定の

改善群，維持群，悪化群，それぞれの割合

は 人（ ）， 人（ ），人（ ）

であった．

図３ 参加者における教室前後の

によるフレイル該当率の変化（ ）

表 に教室前後における参加者の

評価項目のフレイル該当率の変化を示し

た．教室前後において 歩行時間 握

力 疲労感及び体重減少にフレイル判定

の変化はなかった 身体活動については

①軽い体操をしていますか ②定期的な

運動・スポーツをしていますか の つ

の質問に対し 教室後に全員が「はい」と

答え 非該当になった

以上のことから 教室への参加がフレ

イル判断基準の つである 週 回以上

の軽い運動 定期的な運動実施につなが

っている可能性が示唆される

表４ 教室前後における参加者の健康状態の変化

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 p値
年齢 （歳）
身長 （cm）
収縮期血圧 （mmHg）
拡張期血圧 （mmHg）
体重 （kg）

（kg/㎡）

体脂肪率 （%）

骨格筋量 （%）
5 m歩行時間 （秒）
握力 （kg）

（秒）
（cm）

介入前 介入後
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（ ）であった。不参加だった人にお
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は，民生委員の勧誘が大部分を占め，参加

動機は会場が近いことが最も多いことが
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の変化はなかった 身体活動については

①軽い体操をしていますか ②定期的な

運動・スポーツをしていますか の つ

の質問に対し 教室後に全員が「はい」と

答え 非該当になった

以上のことから 教室への参加がフレ

イル判断基準の つである 週 回以上

の軽い運動 定期的な運動実施につなが

っている可能性が示唆される

表４ 教室前後における参加者の健康状態の変化

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 p値
年齢 （歳）
身長 （cm）
収縮期血圧 （mmHg）
拡張期血圧 （mmHg）
体重 （kg）

（kg/㎡）

体脂肪率 （%）

骨格筋量 （%）
5 m歩行時間 （秒）
握力 （kg）

（秒）
（cm）

介入前 介入後
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表５ 教室前後における参加者の評価項目別フレイル該当率の変化

４．運動教室参加ルートを開拓する上で

の成功要因及び阻害要因の抽出（プロセ

ス分析の結果と考察）

多職種が連携することでこれまで運動

教室に参加してこなかった人達の運動教

室参加ルートを開拓するために必要な要

因を明らかにするためプロセス分析を行

った（表 ）．分析結果を以下のとおりに

まとめた．

勧誘のステークホルダーとなる地域包

括支援センターの保健師と民生委員が

フレイル予防の重要性を理解し，具体

的なターゲットイメージを共有できる

ことが重要である．従来地域包括支援

センターと民生委員が連携して対応す

るケースは，ハイリスク者への対応が

メインとなっている．民生委員との関

係性が密な地域包括支援センターの保

健師に予防活動がハイリスク者を減ら

すことにつながる活動であることの理

解が得られれば，キーパーソンである

民生委員に繋いでもらうことが可能に

なる．また，民生委員や地域住民にわ

かりやすく作成されているフレイル予

防の重要性を説明するコンテンツの活

用が必要であり，フレイル予防の重要

性の理解促進に効果的であることも示

唆された．

運動教室の企画として重要な点は，実

施期間に期限を設けず継続的に実施す

るプログラムとすることが重要な点で

あった．また，送迎がない場合の会場

設定は，「介護予防・日常生活支援総合

事業の基本的な考え方 」に準じ，高

齢者徒歩圏内，バリアフリーの環境で

あることが重要な要因であった．今後

ますます増える高齢者の介護予防に向

けて，フレイル予防，健康づくり無関

心層への対応，身体的にも虚弱が進ん

だ時にも通い続けることができる場所

を確保することは，重要な要素である．

民生委員から参加者の特性を事前に情

報収集しておくことは，教室運営での

個別の対応や継続への働きかけが効果

的となる．民生委員は支援の必要な住

民の生活状態を適切に把握しており，

       （%）        （%） p値
5 m歩行時間 （秒）
 非該当
 該当

握力 （kg）
 非該当

 該当

疲労感 （はい・いいえ）
 非該当
 該当

体重減少 （kg）
 非該当
 該当

身体活動 （はい・いいえ）
　　 非該当 非該当

 該当
3項目以上に該当 : フレイル　　1～2項目に該当  : プレフレイル　　該当なし : ロバスト(健常)

介入前 介入後

 

生活に関する相談に応じ，助言その他

の援助を行ってきている．その情報を

本人の同意のうえで共有しておくこと

は，効果的な運動教室での支援が可能

となる．

参加者が運動教室の効果を実感し，運

動継続の必要性を理解することが重要

である．運動教室の期限を設けずに継

続した事業として実施する際，運営費

用を公費負担等で無料のまま継続する

ことは難しいため，導入時は無料であ

っても，参加者が運動教室の効果を実

感し参加継続の必要性を理解していれ

ば，有料化へ移行できる可能性がある．

表６ プロセス分析表

地域特性や高齢者の特性に合わせた教室の開催

年 月～ 月，内容： 第 回～ 回民生委員定例会，対象者： 民生委員 人・地域包括支援センター職員 人

【運動教室の進捗報告】

■企画の改善点や問題点につ

いてインタビューを行った

■参加者は，地域包括や区が

主催する運動教室には遠く

て行けないから 民生委員

は誘っていなかった

【課題 】

■参加者の方は徒歩圏内に会

場がなく これまで運動教室

に参加しにくかった

【課題 】

■地域特性に合わせた教室の

開催する

【課題 】

■フレイル高齢者は，運動教室

が自宅から遠方であったり，

エレベータのない上階での開

催等バリアフリーでない会場

の場合は，参加できない

【課題 の解決策】

■民生委員から地域住民の特

性の情報を得ることで地域

特性に合わせた教室の開催

につなげる

【課題 ， の解決策】

■徒歩圏だけでなくバリアフリ

ー環境での運動教室の開催

■企画終了後の運動教室の継

続についてインタビューを行

った

■継続の費用をどのように捻出

するのか

【課題 】

■運動教室の運営費用を公費

負担等で（無料のまま）継続

するのは不可

【課題 の解決策】

■運動教室体験後に効果を実

感できれば一部有料化への

移行が可能となる可能性が

ある

研究遂行者 の働きかけ ステークホルダーの反応 アセスメント
どのように

課題を解決したのか

地域包括支援センター（保健師）への協力依頼

年 月，内容： 地域包括支援センター訪問，対象者： 地域包括支援センター所長

■研究計画書の提示

■事業内容の説明目的（フレイ

ル予防），対象（健康づくり無

関心層），期間（ か月），参

加費（無料），送迎（なし）に

ついて説明

■民生委員へ繋いでもらうため

の協力依頼

【所長 のコメント】

■3 か月の期間限定の運動教

室に，閉じこもりやこれまで

支援の届かなかった人は，

教室終了後に支援がないの

では無責任なので誘えない

■地域包括支援センターと民生

委員が連携して動くハイリス

ク対応の事例ではない

■民生委員の会長を紹介する

【課題 】

■フレイル予防が持続的に可

能になるよう期限のない継続

した教室開催が必要

【課題 】

■ハイリスク対応だけでなく予

防活動の重要性を保健師に

理解してもらう必要がある

【課題 の解決策】

■運動教室は， か月で終了す

るのではなく継続的に実施

するプログラムとする

【課題 の解決策】

■予防活動がハイリスク者を減

らすことにつながる活動であ

ることの理解を促す

民生委員へのフレイル予防の重要性の理解促進と参加者の勧誘 

年 月～ 月，内容： 第 回～ 回民生委員定例会，対象者： 民生委員 人・地域包括職員 人

【民生委員への協力依頼】

■事業説明

運動教室は， か月で終了す

るのではなく継続的に実施す

るプログラムとする

■参加者を勧誘することは可能 【課題 】

■民生委員が「健康づくり無関

心層」の具体的なターゲット

が理解でき「フレイル予防」

の重要性について理解する

ことで協力が得られる

【課題 の解決策】

■フレイル予防の重要性につ

いてわかりやすく作成されて

いるコンテンツの活用

■対象者は，週に 回以上運

動教室に通っていない 歳

以上高齢者とした

■運動教室会場のある地域担

当の民生委員が中心となっ

て参加者を勧誘する

【課題 】

■参加継続が可能な，住居が

会場まで徒歩圏内の高齢者

を対象とする．

【課題 の解決策】

■「介護予防・日常生活支援総

合事業の基本的な考え方」

に準じ，徒歩圏内の会場の

設定が必要 ）
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表５ 教室前後における参加者の評価項目別フレイル該当率の変化

４．運動教室参加ルートを開拓する上で

の成功要因及び阻害要因の抽出（プロセ

ス分析の結果と考察）

多職種が連携することでこれまで運動

教室に参加してこなかった人達の運動教

室参加ルートを開拓するために必要な要

因を明らかにするためプロセス分析を行

った（表 ）．分析結果を以下のとおりに

まとめた．

勧誘のステークホルダーとなる地域包

括支援センターの保健師と民生委員が

フレイル予防の重要性を理解し，具体

的なターゲットイメージを共有できる

ことが重要である．従来地域包括支援

センターと民生委員が連携して対応す

るケースは，ハイリスク者への対応が

メインとなっている．民生委員との関

係性が密な地域包括支援センターの保

健師に予防活動がハイリスク者を減ら

すことにつながる活動であることの理

解が得られれば，キーパーソンである

民生委員に繋いでもらうことが可能に

なる．また，民生委員や地域住民にわ

かりやすく作成されているフレイル予

防の重要性を説明するコンテンツの活

用が必要であり，フレイル予防の重要

性の理解促進に効果的であることも示

唆された．

運動教室の企画として重要な点は，実

施期間に期限を設けず継続的に実施す

るプログラムとすることが重要な点で

あった．また，送迎がない場合の会場

設定は，「介護予防・日常生活支援総合

事業の基本的な考え方 」に準じ，高

齢者徒歩圏内，バリアフリーの環境で

あることが重要な要因であった．今後

ますます増える高齢者の介護予防に向

けて，フレイル予防，健康づくり無関

心層への対応，身体的にも虚弱が進ん

だ時にも通い続けることができる場所

を確保することは，重要な要素である．

民生委員から参加者の特性を事前に情

報収集しておくことは，教室運営での

個別の対応や継続への働きかけが効果

的となる．民生委員は支援の必要な住

民の生活状態を適切に把握しており，

       （%）        （%） p値
5 m歩行時間 （秒）
 非該当
 該当

握力 （kg）
 非該当

 該当

疲労感 （はい・いいえ）
 非該当
 該当

体重減少 （kg）
 非該当
 該当

身体活動 （はい・いいえ）
　　 非該当 非該当

 該当
3項目以上に該当 : フレイル　　1～2項目に該当  : プレフレイル　　該当なし : ロバスト(健常)

介入前 介入後

 

生活に関する相談に応じ，助言その他

の援助を行ってきている．その情報を

本人の同意のうえで共有しておくこと

は，効果的な運動教室での支援が可能

となる．

参加者が運動教室の効果を実感し，運

動継続の必要性を理解することが重要

である．運動教室の期限を設けずに継

続した事業として実施する際，運営費

用を公費負担等で無料のまま継続する

ことは難しいため，導入時は無料であ

っても，参加者が運動教室の効果を実

感し参加継続の必要性を理解していれ

ば，有料化へ移行できる可能性がある．

表６ プロセス分析表

地域特性や高齢者の特性に合わせた教室の開催

年 月～ 月，内容： 第 回～ 回民生委員定例会，対象者： 民生委員 人・地域包括支援センター職員 人

【運動教室の進捗報告】

■企画の改善点や問題点につ

いてインタビューを行った

■参加者は，地域包括や区が

主催する運動教室には遠く

て行けないから 民生委員

は誘っていなかった

【課題 】

■参加者の方は徒歩圏内に会

場がなく これまで運動教室

に参加しにくかった

【課題 】

■地域特性に合わせた教室の

開催する

【課題 】

■フレイル高齢者は，運動教室

が自宅から遠方であったり，

エレベータのない上階での開

催等バリアフリーでない会場

の場合は，参加できない

【課題 の解決策】

■民生委員から地域住民の特

性の情報を得ることで地域

特性に合わせた教室の開催

につなげる

【課題 ， の解決策】

■徒歩圏だけでなくバリアフリ

ー環境での運動教室の開催

■企画終了後の運動教室の継

続についてインタビューを行

った

■継続の費用をどのように捻出

するのか

【課題 】

■運動教室の運営費用を公費

負担等で（無料のまま）継続

するのは不可

【課題 の解決策】

■運動教室体験後に効果を実

感できれば一部有料化への

移行が可能となる可能性が

ある

研究遂行者 の働きかけ ステークホルダーの反応 アセスメント
どのように

課題を解決したのか

地域包括支援センター（保健師）への協力依頼

年 月，内容： 地域包括支援センター訪問，対象者： 地域包括支援センター所長

■研究計画書の提示

■事業内容の説明目的（フレイ

ル予防），対象（健康づくり無

関心層），期間（ か月），参

加費（無料），送迎（なし）に

ついて説明

■民生委員へ繋いでもらうため

の協力依頼

【所長 のコメント】

■3 か月の期間限定の運動教

室に，閉じこもりやこれまで

支援の届かなかった人は，

教室終了後に支援がないの

では無責任なので誘えない

■地域包括支援センターと民生

委員が連携して動くハイリス

ク対応の事例ではない

■民生委員の会長を紹介する

【課題 】

■フレイル予防が持続的に可

能になるよう期限のない継続

した教室開催が必要

【課題 】

■ハイリスク対応だけでなく予

防活動の重要性を保健師に

理解してもらう必要がある

【課題 の解決策】

■運動教室は， か月で終了す

るのではなく継続的に実施

するプログラムとする

【課題 の解決策】

■予防活動がハイリスク者を減

らすことにつながる活動であ

ることの理解を促す

民生委員へのフレイル予防の重要性の理解促進と参加者の勧誘 

年 月～ 月，内容： 第 回～ 回民生委員定例会，対象者： 民生委員 人・地域包括職員 人

【民生委員への協力依頼】

■事業説明

運動教室は， か月で終了す

るのではなく継続的に実施す

るプログラムとする

■参加者を勧誘することは可能 【課題 】

■民生委員が「健康づくり無関

心層」の具体的なターゲット

が理解でき「フレイル予防」

の重要性について理解する

ことで協力が得られる

【課題 の解決策】

■フレイル予防の重要性につ

いてわかりやすく作成されて

いるコンテンツの活用

■対象者は，週に 回以上運

動教室に通っていない 歳

以上高齢者とした

■運動教室会場のある地域担

当の民生委員が中心となっ

て参加者を勧誘する

【課題 】

■参加継続が可能な，住居が

会場まで徒歩圏内の高齢者

を対象とする．

【課題 の解決策】

■「介護予防・日常生活支援総

合事業の基本的な考え方」

に準じ，徒歩圏内の会場の

設定が必要 ）
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５．結論

本実践研究フィールドでは，民生委員，

地域包括支援センターの保健師及び健康

運動指導士の連携を介した参加勧誘によ

り，運動習慣のない，地域在住のプレフレ

イル・フレイル該当の高齢者が運動教室

に参加したことから，これまで運動教室

に参加してこなかった人達の運動教室参

加ルートが開拓されることが示唆された．

運動教室参加者が教室後に健康状態が

改善したかについては，教室後に 歩

行時間と が改善した フレイル判定

は，改善が 人（ ），維持が 人

（ ），悪化が 人（ ）であった．

これらのことから，一部の教室参加者に

おいてフレイル判定の改善をもたらす可

能性が示された．

フレイル予防のための運動教室を効果

的に実施するためには 健康運動指導士

が予防の重要性を理解し 健康づくり無

関心層をターゲットとするという強いコ

ンセプトを持って運動教室を立ちあげる

ことが重要であると考えられる 健康運

動指導士からの働きかけのみで地域に潜

在する健康づくり無関心層にリーチする

ことは難しく，地域包括支援センターに

相談することでキーパーソンとなる民生

委員の紹介をしてもらうことができた

健康運動指導士が民生委員に対し予防に

関するエビデンスを示すことで 民生委

員がフレイル予防の重要性を理解するこ

とができた．このことにより民生委員が

ターゲットとなる健康づくり無関心層を
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この組織の協力を得ることができれば, 
これまで健康運動指導士からの働きかけ

ではリーチできなかった健康づくり無関
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えられる.  
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は東京都 区の 地域での介入のため，

全国の代表性を示せる結果とは言及でき

ない．今後は他地域での検証も必要と考

える．
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